
第  60  号議案 

神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例及び神戸市職員に対す

る期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一部を改正する条

例の件 

 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例及び 神戸市職員に対する期

末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例 の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

令和３年11月 29日提出  

神戸市長  久   元   喜   造   

神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例及び神戸市職員に対す

る期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一部を改正する条

例 

 （職員に対する期末手当等の支給に関する条例の一部改正）  

第１条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例（昭和 28年６月条例

第23号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の 112.5（特別職に属する者にあつ

ては 100分の 205（公営企業の管理者

２ 期末手当の額は、算定基礎額に 100

分の 127.5（特別職に属する者にあつ

ては 100分の 220（公営企業の管理者
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にあつては 100分の 207.5）、管理職

手当の支給を受ける職員で規則で定

めるもの及び指定職の職員（神戸市

職員の給与等に関する条例（昭和 26

年３月条例第８号）第３条第１項第

５号に規定する指定職給料表の適用

を受ける職員をいう。）（以下これ

らを「特定幹部職員」という。）に

あつては100分の92.5、特定任期付職

員（地方公共団体の一般職の任期付

職員の採用に関する法律（平成 14年

法律第 48号）第３条第１項の規定に

より採用された職員をいう。以下同

じ。）にあつては 100分の 207.5）を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

にあつては 100分の 222.5）、管理職

手当の支給を受ける職員で規則で定

めるもの及び指定職の職員（神戸市

職員の給与等に関する条例（昭和 26

年３月条例第８号）第３条第１項第

５号に規定する指定職給料表の適用

を受ける職員をいう。）（以下これ

らを「特定幹部職員」という。）に

あつては 100分の 107.5、特定任期付

職員（地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律（平成 14

年法律第 48号）第３条第１項の規定

により採用された職員をいう。以下

同じ。）にあつては 100分の 222.5）

を乗じて得た額に、基準日以前６箇

月以内の期間におけるその者の在職

期 間 の 次 の 各 号 に 掲 げ る 区 分 に 応

じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。 

(1)～ (4) ［略］  (1)～ (4) ［略］ 

３  法第 28条の４第１項、第 28条の５

第１項又は第 28条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職

員（以下「再任用職員」という。）

に対する前項の規定の適用について

は、同項中「 100分の 112.5」とある

のは「 100分の 62.5」と、「 100分の

92.5」とあるのは「100分の 52.5」と

する。 

３  法第 28条の４第１項、第 28条の５

第１項又は第 28条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職

員（以下「再任用職員」という。）

に対する前項の規定の適用について

は、同項中「 100分の 127.5」とある

のは「 100分の 72.5」と、「 100分の

107.5」とあるのは「 100分の 62.5」

とする。 
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４、５ ［略］ ４、５ ［略］ 

第２条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の一部を次のように

改正する。 

次 の 表 の 第２ 条 に よる 改 正 前 の欄 に 掲 げる 規 定 の 下線 又 は 太線 の 表 示 部分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第２条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

第２条による改正後 第２条による改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の 120（特別職に属する者にあつて

は 100分の 212.5（公営企業の管理者

にあつては 100分の 215）、管理職手

当の支給を受ける職員で規則で定め

るもの及び指定職の職員（神戸市職

員の給与等に関する条例（昭和 26年

３月条例第８号）第３条第１項第５

号に規定する指定職給料表の適用を

受ける職員をいう。）（以下これら

を「特定幹部職員」という。）にあ

つては 100分の 100、特定任期付職員

（地方公共団体の一般職の任期付職

員の採用に関する法律（平成 14年法

律第 48号）第３条第１項の規定によ

２ 期末手当の額は、算定基礎額に 100

分の 112.5（特別職に属する者にあつ

ては 100分の 205（公営企業の管理者

にあつては 100分の 207.5）、管理職

手当の支給を受ける職員で規則で定

めるもの及び指定職の職員（神戸市

職員の給与等に関する条例（昭和 26

年３月条例第８号）第３条第１ 項第

５号に規定する指定職給料表の適用

を受ける職員をいう。）（以下これ

らを「特定幹部職員」という。）に

あつては 100分の92.5、特定任期付職

員（地方公共団体の一般職の任期付

職員の採用に関する法律（平成 14年

法律第 48号）第３条第１項の規定に
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り 採 用 さ れ た 職 員 を い う 。 以 下 同

じ。）にあつては 100分の 215）を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

より採用された職員をいう。以下同

じ。）にあつては 100分の 207.5）を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

(1)～ (4) ［略］  (1)～ (4) ［略］ 

３  法第 28条の４第１項、第 28条の５

第１項又は第 28条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職

員（以下「再任用職員」という。）

に対する前項の規定の適用について

は、同項中「 100分の 120」とあるの

は「100分の 67.5」と、「100分の 100」

とあるのは「100分の 57.5」とする。 

３  法第 28条の４第１項、第 28条の５

第１項又は第 28条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職

員（以下「再任用職員」という。）

に対する前項の規定の適用について

は、同項中「 100分の 112.5」とある

のは「 100分の 62.5」と、「 100分の

92.5」とあるのは「100分の 52.5」と

する。 

４、５ ［略］ ４、５ ［略］ 

（職 員 に 対 する 期末 手当 等 の 支 給に関 す る条 例 の 特 例に 関 す る条 例 の 一部改

正）  

第３条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例

（平成11年 10月条例第36号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 
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(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

特別職の職員で常勤のものの給与に

関する条例（昭和 26年３月条例第９号）

第１条に規定する者（教育長及び常勤

の監査委員並びに公営企業の管理者を

除く。）に限り、令和３年度の６月１

日及び 12月１日を基準日とする期末手

当に関する神戸市職員に対する期末手

当等の支給に関する条例（昭和 28年６

月条例第 23号）第２条第２項の規定の

適用については、同項中「（特別職に

属する者にあつては 100分の 205（」と

あるのは、「（特別職に属する者にあ

つては100分の 205（市長にあつては100

分 の 205に 100分 の 70を 乗 じ て 得 た 割

合、副市長にあつては 100分の 205に 100

分の 85を乗じて得た割合、」とする。  

特別職の職員で常勤のものの給与に

関する条例（昭和26年３月条例第９号）

第１条に規定する者（教育長及び常勤

の監査委員並びに公営企業の管理 者を

除く。）に限り、令和３年度の６月１

日及び 12月１日を基準日とする期末手

当に関する神戸市職員に対する期末手

当等の支給に関する条例（昭和 28年６

月条例第 23号）第２条第２項の規定の

適用については、同項中「（特別職に

属する者にあつては 100分の 220（」と

あるのは、「（特別職に属する者にあ

つては100分の 220（市長にあつては 100

分 の 220に 100分 の 70を 乗 じ て 得 た 割

合、副市長にあつては 100分の 220に 100

分の 85を乗じて得た割合、」とする。  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年４月

１日から施行する。 

 

理     由  

本市人事委員会の給与に関する報告及び勧告を尊重し、職員の期末手当の改定

を行うに当たり、条例を改正する必要があるため。  
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第 60 号議案 

神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例及び神戸市職員に対する期末

手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一部を改正する条例の件（概要） 

 

 

１．期末・勤勉手当の改定 

 ・期末手当を 0.15 月引下げ（再任用職員は 0.10 月引下げ） 

①令和３年度（年末手当） 

 現 行 改正案 引下げ月数 

特 別 職 2.200 月 2.050 月 0.15 月 

一般の職員 2.225 月 2.075 月 0.15 月 

再任用職員 1.175 月 1.075 月 0.10 月 

 
②令和４年度以降（年間） 

 令和３年度 

改正後 

 

改正案 

 

夏期 年末 夏期 年末 

特 別 職 4.25 月 2.200 月 2.050 月 4.25 月 2.125 月 2.125 月 

一般の職員 4.30 月 2.225 月 2.075 月 4.30 月 2.150 月 2.150 月 

再任用職員 2.25 月 1.175 月 1.075 月 2.25 月 1.125 月 1.125 月 

 

２．実施時期 
１① ：公布の日 

１② ：令和４年４月１日 
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